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【背景】産婦健診でエジンバラ産後うつ病自己評価票を用いたスクリーニングが開始されたが、妊産婦の

抑うつや不安の背景には、精神疾患のみならず、社会的ハイリスク状況、育児困難など様々な問題があり、

スクリーニング後のアセスメントと適切な連携を行うことが重要である。産科医療機関や母子保健におい

て、妊産婦のメンタルヘルス（MH）のスクリーニング後の精神科医療や精神保健との連携体制は地域ご

とに格差がみられる。多くの地域で、母子保健（市区町村）と精神保健（保健所）が独立していることも

連携の障壁となっている。コロナ禍においても持続可能な連携支援体制を構築するためには、現状で不足

する医療資源、福祉資源、連携上の課題を抽出し、有機的な連携支援を実現するための指針を作成する必

要がある。 

 

【目的】 本研究では、産科医療機関、精神科医療機関、行政機関に対してアンケート調査を実施して、

スクリーニング後の連携先、連携方法を適正化するための方策を提言する。 

 

【方法】 大阪府下の母子保健主管課、精神保健主管課、児童福祉主管課、児童相談所へのアンケートに

よる横断的調査。調査項目：①支援対象者の属性（MH不調の妊産婦～精神障害合併妊産婦、社会的リス

ク）、②支援の実務担当者の属性、③妊産婦 MH 支援内容、労力 ④精神保健‐母子保健間の連携状況、

⑤行政機関と医療機関の連携状況、⑥行政機関と児童相談所の連携状況、⑦妊産婦MH支援において不足

している医療社会福祉資源。 

 

【結果】 R3年度はCOVID-19感染拡大の影響を受け、行政機関の保健業務がひっ迫していたため、調

査実施時期の延期を行った。 

2021年11月17日、大阪府の母子保健、精神保健、児童福祉主管課の担当者に事前調査を行い、調査内

容、送付先、対象者の妥当性、回収率を上げるための送付方法などを検討した。大阪府内でも保健所が精

神保健業務を行っている地域と、市の保健福祉センターで精神保健業務を行っている地域（政令指定都市、

中核市の一部）があり、体制ごとに分けて調査を行う予定とした。2022年3月25日に兵庫医科大学倫理

審査委員会にて調査項目の変更申請を行い、実施許可（倫理審査承認番号3234）を得た。 

 

【考察】 

次年度、郵送によるアンケート調査を実施し、集計、解析の後に考察を行う。 

【結論】妊産婦MH支援に必要な情報共有ツール、専門的スキル、労力、医療社会福祉資源を抽出し、障

壁となっている制度上の課題を検討し、持続可能な母子保健と精神科医療、精神保健の連携体制構築のた

めの指針を作成する。 
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Ａ．研究目的 

産科医療機関や母子保健において、妊産婦のメンタ

ルヘルス（MH）のスクリーニング後の精神科医療や

精神保健との連携体制は地域ごとに格差がみられる。

多くの地域で、母子保健（市区町村）と精神保健（保

健所）が独立していることも連携の障壁となっている。

コロナ禍においても持続可能な連携支援体制を構築

するためには、現状で不足する医療資源、福祉資源、

連携上の課題を抽出し、有機的な連携支援を実現する

ための指針を作成する必要がある。 

母子保健と精神保健の連携状況を調査し、必要とな

る人的資源（人員、担当者の資質、専門職の配置）、ツ

ール（ITを利用したコンサルテーション、カンファレ

ンス、情報共有方法など）を明らかにし、妊産婦MH

支援のプラットフォームの構築を目指す。 

 

Ｂ．研究方法  

 

大阪府下の母子保健主管課、精神保健主管課、児童

福祉主管課、児童相談所へのアンケートによる横断的

調査。調査項目：①支援対象者の属性（MH不調の妊

産婦～精神障害合併妊産婦、社会的リスク）、②支援の

実務担当者の属性、③妊産婦MH支援内容、労力 ④

精神保健‐母子保健間の連携状況、⑤行政機関と医療

機関の連携状況、⑥行政機関と児童相談所の連携状況、

⑦妊産婦 MH 支援において不足している医療社会福

祉資源。 

 

Ｃ．研究結果 

 

R3年度はCOVID-19感染拡大の影響を受け、行政

機関の保健業務がひっ迫していたため、調査実施時期

の延期を行った。 

2021年11月17日、大阪府の母子保健、精神保健、

児童福祉主管課の担当者に事前調査を行い、調査内容、

送付先、対象者の妥当性、回収率を上げるための送付

方法などを検討した。大阪府内でも保健所が精神保健

業務を行っている地域と、市の保健福祉センターで精

神保健業務を行っている地域（政令指定都市、中核市

の一部）があり、体制ごとに分けて調査を行う予定と

した。2022年3月25日に兵庫医科大学倫理審査委員

会にて調査項目の変更申請を行い、実施許可（倫理審

査承認番号3234）を得た。 

 

Ｄ．考察 

次年度、郵送によるアンケート調査を実施し、集計、

解析の後に考察を行う。 

 

Ｅ．結論  

妊産婦MH支援に必要な情報共有ツール、専門的ス

キル、労力、医療社会福祉資源を抽出し、障壁となっ

ている制度上の課題を検討し、持続可能な母子保健と

精神科医療、精神保健の連携体制構築のための指針を

作成する。 

 

Ｆ．研究発表 

1. 論文発表 なし 

2.  学会発表 なし 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他 なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


